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1.は じめ に
企業に よる不祥事が相次 いで露呈 し、企業の経営姿勢が改めて問われている今 日、「経営倫理」の果た
す役割 はますます大 きい もの となって きている。 このよ うな不祥事は、企業に対 して直接的な損 害を与
えるだけでな く、そ こか らもた らされ るイメー ジダ ウンによ り間接的 な損害 も与 えるこ とになる。 さら
に、その不祥事 を隠蔽 した り虚 偽報告を した とすれ ば、雪印食品の例にも見 られ るように、企業の存続
自体に致 命的な影響 を与 える ことに もな りかね ない。
こ うした状況 をふ まえて、筆者[1]は「経営倫理に関す る低エ ン トロピー源モデル」 を提案 し、経営倫
理が企 業の意思決定 における 「低エ ン トロピー源」 の役 割を果 たすべ きであることを指摘 している。 こ
れは、経 営倫理 が 、意 思決 定の際に介在するあい まいさ(エ ン トロピー)を 奪い取って企業活動 を正 し
い方向に導 く働 きをす べ きであ るに もかかわ らず 、現実にはあま り機能 していない していないのではな
いか とい う問題 意識 に基づ く指 摘であ る。 言い換 えれば、経営倫理 がエン トロピーを奪い取る(低 エン
トロピー源)べ き ところを、逆 にエ ン トロピー を注入(高 エ ン トロピー源)し て しまっている とい うこ
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とにな る。 さらに、筆者[2]は学術 フロンテ ィア大型 プロジェク ト(注Dの 研究活動 を通 して 、上記 の
低 エ ン トロピー源 モデル の焦点 を 「循 環型SCI!」に定 めた 「循環型SCIfの低エ ン トロピー源モデル」を提
案 して いる。 これ は、従来のSCMに お いて重要な要素 として認識 され ていなか った リサ イ クル や排 出物
処理 を、そ の内部 に取 り込 も うとす る もの である。 また、 スル ープ ッ ト最大化 に関心が偏 りす ぎてい た
従来 のSCMに 対す る反省 を促す と同時 に、それぞれσ)企業 が単独 で取 り組 んで も大 きな効果を期待す る
こ とが で きな い環境 問題 への対応 を 、供給連鎖 の上流 か ら下流ま でを通 した 「全 体最適 」の思想の もと
に行 うこ とに よ り、経営倫理 が低 エ ン トロピー源 とい う本 来の役割 を発揮 す るよ うになる ことを示唆 す
るものである。
一 方、上原 と筆者[3]一[5]は、これ まで一般 に認識 されて きた二種類 のオペ レー シ ョナル リスク、すな
わ ち、品質不 良や 事故 その ものに よる直接的 な リス ク(一 次 リス ク)と それ によ るイ メー ジダ ウンや評
判 の低 下が もた らす 間接 的な リスク(二 次 リス ク)に 加 えて、それ に対す る隠 蔽工作や虚 偽報告を行 う
とい った不誠 実な対応 が引 き起 こす リスクの存在 を指摘 し、それ を 「第三の リスク」 と呼 んでい る。そ
の上で 、第三 の リス クは、 上記 の よ うに企 業の存続 自体に致命的 な影響を与え る危険性 があ るに もかか
わ らず 、隠蔽 工作や 虚偽報告 が絶 えない ことの背後 には、その存 在が明確に認識 され て こなか った とい
う問題点 が潜 んでい るこ とを指摘 してい る。
この よ うな第 三の リスクに対す る認識 の甘 さに関 して、上原[6]は「大数 の法則」か らのアプ ローチを
試み て いる。 これ に よれ ば、第三 の リスクに対 す る認識の甘 さは、その発生頻度(生 起確 率)が きわめ
て低 い ために 「大数の法則 」が成 立 しない こ とに起因す る ものであ る とい うことにな る。 さらに筆者 ら
[7]は、大数の法 則が成 立 しない もとで企業 が第三 の リス クを十 分に認 識す るた めには、事件 ・事故の隠
蔽や虚 偽の報告 に対す る社会的 な監視体制 を強化 し、それ らが発覚す る確 率を高め る必 要があ るこ とを
指摘 している。 その上 で、第 三の リスクを、「社会 にお ける情報 化の進 展が個人の発言オプ シ ョン行使 を
容易にす る」 とい う村 田[8]の指摘 と対応づ ける ことに よ り、第三の リスクが増大の方 向に向かいっ つあ
る現在 の状 況 を考 察 してい る。
本研 究は、 これ らの先行研 究をふ まえて、 「第三 の リスク」 と 「低エ ン トロ ピー源」 の視 点か ら 「経営
倫理 の果 たす べ き役 割」 を再検討す る こ とに よ り、新た に 「低エ ン トロピー源 としての経営 倫理 の ジレ
ンマ」 の存在 を指摘す る もので ある。 そ こで 、まず企業 における リス ク ・マ ネ ジメン トの現状 と問題点
を概 観 した 上で、上原お よび筆者[3]一[5]が提示 してい る 「第 三の リスク」 の概 念 を紹介す る。 そ して、
この 「第三の リス ク」 に対す る認 識の甘 さが企 業にお け る現在の多 くの不祥事 を引 き起 こす要因 となっ
てい'ると同時に 、この リス クが企業 を壊 滅的な事態へ と導 く危険性 を示唆す る。
次 に、筆者 の 「経営 倫理に関す る低 エ ン トロピー源モデル」[1]に基 づき、低エ ン トロピー源 としての
経営 倫理の位 置づ けにっ いて検 討す る。 これ に よ り、経営倫理が本 来 、意思決 定の際のエ ン トロピーを
奪い取 り、企業活動 を正 しい方 向に導 くべ きところを、逆 にエ ン トロピー を付加(高 エ ン トロ ピー源化)
して しま っている現状を示唆す る。
さ らに 、筆者 ら[7]が指摘 してい るよ うに 「企業が第三の リスクを しっか りと認識 す るた めには、社会
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的な監視体制を強化す る必要がある」にもかかわ らず、「なぜ、企業の不祥事に対する社会的な監視体制
をもっと強化することができないのか?」 といった問題意識に基づき、「低エン トロピー源 としての経営
倫理のジ レンマ」の存在を新たに指摘する。 これ は、経営倫理が 「低エン トロピー源」としての機能 を
十分に発揮 していれば、社会的な監視体制の強化 は、国民にコス ト負担を強いることになるため本来 は
避けるべ きことである一方で、現在の ように経営倫理が低エン トロピー源 としての機能を発揮 していな
い状況であれば、社会的な監視体制の強化が必要になるとい う、相反する関係を表現するものである。
これによ り、経営倫理がf低エン トロピー源」として十分に機能 しているわけではないにもかかわらず 、
社会的な監視体制の整備が立ち後れてきた現状を考察する。
2.リ ス ク ・マネ ジ メ ン トの現状 と問題点
企業 を取 り巻 く環 境 は、国際化 ・情報 化の流 れの 中で、刻 一刻 と変化 してお り、その 変化はい っそ う
激 しさを増 してい る。それ に ともない 、多 くの企業が予期せぬ事態 に直面 し、その対応 に苦慮 している。
この こ とは、企業 にお けるfリ スクの増大」 を意味す ると同 時に 、それ に対す る取 り組 みの重要性を表
して い る。
ヒ記 の よ うな状 況 に置かれて いる現在の企業 に とって 、的 確な リスク ・マネ ジメン トは最 重要課題 の
一つ であ り、多 くの企業 がその計 量化 にカを注いでい る。これ によ り、リスクの大 き さを的確 に把握 し、
管理 を徹 底 しよ うと してい るの であ る。 それ に もかか わ らず、なぜ企 業の不祥事 が頻繁 に発 生 してい る
ので あろ うか?
それ は 、 リス クの タイプ に よって 、その大 きさを計 量化 し管理 を徹底 す るこ とが容易 な リスク とそれ
が困難 な リス クが存 在するか らではないか と思 われ る。市場 リス クと信用 リスクは前者 に位置づ け られ 、
オペ レー シ ョナル リス クは後者 と して位 置づ け られ る。 前者 に対 しては、信頼性 工学や 統計解析 の活 用
が進 んで いるが、後 者は発生す る頻度 と損失額 が比較的 小 さいた め、 これ まで十 分な対応が取 られ て こ
なか った[3]。ここに、企業 にお ける リスク ・マネ ジ メン トの重 大な問題点 が存在す るよ うに思われ る。
確 かに 、ほ とん どのオペ レー シ ョナル リス クはその発生頻度や損 失額が小 さいが、 中には企業 に重 大
な損 失 を与え るよ うな リス ク も潜 んでい る。典型 的な例が、雪印 乳業の集団食 中毒事件,雪 印食 品の 牛
肉偽 装事 件,三 菱 自動車の リコール 隠 し事件,み ず ほ銀 行の システム障害等で あ る。 この よ うな 、発 生
頻度 は極 めて小 さいが発生す る と膨 大な損失 を与え る リス クは 「テール リスク」 と呼ばれ る。 テール リ
スクにつ いては、客 観的な統 計デー タ を入手す る ことが困難で あるた め、 これ まで科学 的な分析が進 め
られ て こなか った。 しか しなが ら、マ スメデ ィアに大 きく報道 され 、企業 に対 して破壊 的な ダメー ジを
与えて い る リスクの ほ とん どは、このテール リスク として位置 づけ られ るもの であ る。 そ こで、現在 の
企業 に と ってテール リスクへの適 切な対応は 、社会 か ら求め られ てい る最大の課題 である と言 って も過
言で はないで あろ う。
一 方で 、科学的分 析が困難 であるか らこそテール リス クで あ り、 これに対 して市場 リス クや信用 リス
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ク と同様 の定 量的 なアプ ローチ に よる リスク ・マ ネ ジメン トを要 求 して も、む りがあ るの もまた事実 で
あ る。 したがっ て、市 場 リスクや信用 リスク とは異 なるアブU-一口チに よって、f適切」な対応 を取 る必 要
が あ るもの と思 われ る。本 研究 では 、そ のための アプ ローチ として、 リス クの大 きさを どの よ うに定量
的 に把 握 す るか とい うこ とよ りも、 リスクをで き る限 り生 じさせ ない よ うな経 営 基盤 の構 築に焦点 を当
てた議 論 を展 開 してい くこ とにす る。
3.企 業における 「第 三の リスク」の存在
現 在 の企 業に とって、発生頻 度 は極 めて小 さいが発 生す る と膨 大 な損失 を与え る 「テール リス ク」へ
の対応 が急務 に な ってい るこ とは 、前述 の通 りで ある。 ここでは 、上原お よび筆 者 に よる一連 の先行研
究[3]一[5]を基に 、 このf膨 大な損失」 につい て も う少 し掘 り下げ て検討 してい くことにす る。
テー ル リスクに 限 らず、 一般 に 「オペ レー シ ョナル リスクjと 呼 ばれ るものは 、一次 リス クと二次 リ
スクに よ り構成 され る と考 え られ て きた。一次 リス クは、発 生 した事件 ・事故や 不 祥事そ の ものか ら生
じる直接 的な リス クで ある。 例 えば 、品質事故 を起 こ して しま い、ム ダに な った製 造原価や 回収 費用 、
さ らに は損害賠 償等 が これ に相 当す る。 二 次 リス クは、発 生 した事 件 ・事 故や不祥 事が企業 の評 判 を落
と し、販 売 に派生 的な悪影 響 を与 えて しま う リスクであ り、 レピュテー シ ョナル リス クと も呼ばれ る。
品質事 故 を例 に取れ ば 、事 故 を起 こ した製 品のみ な らず 、その企 業の製品 全体の 品質に対す る信 用が失
墜 し、ブ ラン ド'イ メー ジが汚 され る こ とに よ り、売上高や マー ケ ッ ト・シ ェアが低 下す る とい うリス
クであ る。
テール リスクに 関 していえば 、企業 に対 して膨 大な損失 を与 える危険性 を秘 めてい るが 、 と りわけ一
次 リスク よ りも二 次 リスクの損失 が 大 きい ところ に特徴 があ る。 なぜ な ら、信用や ブ ラン ド ・イ メー ジ
を著 しく失墜 させ て しま うか らで ある。 さ らに、 予想 され る損失 が非常 に大 きいため に、それ を何 とか
回避 しよ うとす る と、隠蔽 工作や 虚 偽の報 告を行 っ て しまい易 い。 最近、 社会的 に大間題 とな っている
企 業の不 祥事の ほ とん どは、 この よ うな隠蔽 工作や虚 偽報告 による もので ある。
次か ら次 へ と企 業の隠 蔽工作や 虚 偽報告 が明 るみ に出 て くる ことをふ まえ る と、 これ らの不祥事 は氷
山の二角 で水 面下 には もっ と多 くの不祥事 が潜 ん で いるか も しれ な い。企 業で は、 リスクが大 きけれ ば
大 きいほ ど、それ を隠 そ うと して しまい易 いので あ る。 しか し、それ が発 覚 し、新聞 ・雑誌 ・テ レビ等
に大 き く報道 され れば 、企業 は さ らに大 きい損 失 を受 け るこ とにな る。一 次 リス ク と二 次 リス クに加 え
て、隠蔽 工作や虚 偽 報告 を行 った とい う不信感 によ る膨 大 な損 失であ る。不 信感 とい うよ りも、 「失望」
と言 った 方がい いか も しれ ない。 これ に よ り、そ の企業 の信用や ブ ラン ド・イ メー ジは完 全 に失 墜 し、
致命的 な影響 を受 ける ことに なる。
上原 お よび筆 者[3]一[5]は、この よ うな リス クの 大 きさに注 目 し、新 たに 「第 三の リスク」 の存 在を指
摘 してい る。 「第 三 の リス ク」は 、発 生 した事 件 ・事 故や 不祥事 その ものか ら生 じる一次 リスク とそ こか
ら派生的 に生 じる二 次 リスクに加 えて 、それ らに対す る対応 のまず さか ら生 じる リスクであ り、その企
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業に致 命的な損害 を与える危険性 を秘 めている。 したがって、 このよ うな状況に直面 した企業 がその信
用を回復す るた めには、多大な る時 間 と努力を必要 とす る。 また、それ によ り信用の回復が 可能か どう
かに関 して も保障 の限 りではない。 これ は、一次 リスク と二次 リス クのみな らず 、第三の リス クにまで
達 して しまった企 業が背 負 うことにな る、 あま りに も大 きくて辛いダメージを意味す る。
最 近、社 内の不祥 事 をマ スメデ ィアに取 り上 げ られ た企業の多 くは、第三の リスク とその損失の大 き
さを十分 に認識 していなか ったた め、少 しで も損失 を少 なく抑 えよ うとして隠蔽 工作や虚偽の報告を行
って しまったのでは ないか と思われ る。 一度、マ スメデ ィアに不祥事 を取 り上げ られれば社会の注 目が
集ま るため、事 実 を隠 し通す こ とは困難で あるに もかかわ らず 、隠蔽工作や虚 偽報告 を行 って しまい、
それが発覚す ることによ り 「第三の リス ク」 とい う大きな代償を払 うのである。 「第三の リスク」に対す
る認識 の甘 さが、企業 にお ける現 在の多 くの不祥事 を引き起 こす要因 とな ってい ると同時 に、企業 を壊
滅的な事態へ と導 くのであ る。
この よ うな認識の甘 さに関 して 、上原[6]は第三の リスクの発生頻度(生 起確率)が きわめて低 いため
に 「大数 の法則 」が成立 しない ことに起因す る ものである とい う視点 を提示 している。大数 の法則が成
立 しない もとで も企 業が第 三の リス クを十分 に認識す るよ うに なるた めには、事件 ・事故の隠蔽や虚偽
の報告 に対す る社会 的な監視体制 を強化 し、それ らが発覚す る確率 を高める必要が ある[7]。これ によ り、
企業 において経営倫理 が 「低 エン トロ ピー源」 としての機能 を十分 に発揮 し、企 業を正 しい方 向に導 く
ような基盤 を作 り上 げるの である。
しか しなが ら、社会的 な監視 体制の強化のみ によって、企業の不祥事や それに対す る隠蔽 ・虚偽報告
を完全 に防止す るこ とは不 可能であ る。 なぜ な ら、すべ ての企業のすべての活動を監視す るためには膨
大なコス トがかか る上に、その網 を掻 い潜 ろ うとす る企業が出て きて しま うか らである。そ こで、社会
的な(組 織外部で の)監 視 体制の強化 のみ な らず1組 織 内部での監視体制が必要 となるの である。次節
では、 この 「組 織 内部での監視体制」 につ いて、情 報化 の急速 な進展 による第三の リスクの増大の側面
か ら検討 してい くこ とにす る。
4.情 報社会 における 「第三の リスクjの 増大
企業 の顧 客や組織 のメンバーが、企業 ない し組織 か ら提供 され る製品 ・サー ビスへの不満 や異議 を心
に抱 く ときに行使す る行動 オプ シ ョン として、村 田[8]はHirschman[9]の研究をふまえ 「退出オプ ション」
と 「発 言オプ シ ョン」の存 在を指摘 して いる。退 出オプシ ョンとは、顧客 が企業か らの製 品 ・サー ビス
の購入 をや め る、 あるいはメンバ ーが組 織か ら退去す る とい った行為 である。 も う一方の発言 オプシ ョ
ンは、不快 な事態か ら逃避す るよ りも、む しろそれ を変 えさせ よ うとす る試みであ り、顧客や メンバー
がそれぞれ企業や組織に対 して不満 を表明す る行 為を意味す る。
高度 に情 報技術(InformationTechnology;IT)が発達 した現在 の情報社会において、発言オ プシ ョ
ンの行使 は個人 に とって よ り容易 な もの とな って きい る。 このよ うな著 しい情報化の進展 の中で、退 出
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オプションを選択す ることは、自己の生活水準やサービス ・利便性の維持 ・向上を放棄することへ とっ
ながるため、相対的に減少 していくものと考えられ る。言い換えれば、発言オプションを選択する機会
が増大するのである。
ITの急速な発展、 とりわけインターネッ トの急速な普及が もたらす通信の双方向性と情報発信の容易
さは、個人が企業 と対等に向かい合 うことを可能に している。 もし、企業が社内の事件 ・事故や不祥事
に対 して隠蔽工作、あるいは虚偽報告 を行ったとすれば、その企業は、組織内部(従 業員)と 組織外部
(顧客)の 両面から、発言オプシ ョンの行使を受ける危険性を抱えることになる。実際に、最近の企業
による不祥事や事故の報道の多くは 「内部告発]が 発端 となってお り、このことからも、組織内部か ら
の発言オプション行使の機会が増大している現状が理解される。また、「東芝クレーマー事件」と呼ばれ
る顧客 との トラブルは、組織外部からの発言オプシ ョン行使の典型的な事例 として記憶に親 しい。
このよ うな個人の発言オプシ ョン行使は、企業にとって多くの側面の リスクを増大させ るが、とりわ
け 「第三の リスク」を増大 させる[4],[5]。なぜなら、第三の リスクは隠蔽工作や虚偽報告によって発生
す るものであり、個人の発言オプシ ョン行使は、それを露呈させる機会を飛躍的に拡大させるからであ
る。また、それが発覚 した場合、第三のリスクは企業に膨大な損失を与えるからである。
企業が引き起 こす不祥事やそれに対する隠蔽工作 ・虚偽報告を告発す る個人の発言オプションが組織
外部のみな らず組織内部からも発生す ることに加 えて、第三の リスクの影響の大きさを考慮すれば、内
部告発があってからあわててその対応 に苦慮す るのではなく、企業が 自らこのよ うな不祥事を起こさな
いよう、事前の内部監視体制を整備す る必要があることがわかる。また、それにもかかわらず不祥事が
発生 して しまった場合には、自らそれ を正確に公表 し、誠実な対応を取 るような経営姿勢が求められる
のである。
前節では、大数の法則が成立 しないもとで企業が第三の リスクに対する認識の甘さを反省 し、それを
十分に認識するためには、事件 ・事故の隠蔽工作や虚偽報告に対する社会的な監視体制 を強化する必要
があることを指摘 したが、村田[8]が指摘するように 「社会における情報化の進展が、個人の発言オプシ
ョンの行使を容易に している」とい う現在の状況下では、第三の リスクが増大の方向に向かいつっある
ため、組織内部においてもさらに監視体制の強化を図るべきなのである。
しか しながら、組織外部での社会的な監視体制の強化とは異な り、組織内部の監視体制は、「やむを得
ず」行っても、あま り効力を発揮 しない。 自浄努力に欠けるからである。そこで、企業が 「やむを得ず」
ではなく、 自ら 「何 らか」の共通 した価値観に基づいて上記のような反社会的行動(第 三の リスクにつ
ながる行動)を 防止するシステムを構築すべきである。 この 「何 らか」が経営倫理であろ う。
5.経 営倫理に関する低エ ン トロピー源モデル
熱 力学の第 二法則 によれ ば、エ ン トロ ピー が時間 に対 して不可逆的 に増 大す る とともに、物理価 値は
単調 に減少す る とい うこ とにな り、これ は価値の消費 を意味す る。この こ とをふ まえて、室 田[10]は「人
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間の生産活動 とは、人 間が 望ま しい と考 える場所 と時に、ある低エ ン トロピーの秩 序をっ く りだす活動
であ り、 このため には、一 般的 にい ってエン トロ ピーの高い原材料の投入の他に 、低エ ン トロ ピー源 の
投入が不 可欠で ある」 と してい る。 ここでい う 「低エ ン トロ ピー源」 とは、エ ネル ギー資源 に代 表 され
るエ ン トロ ピー の小 さい有用 な資源 を意味 し、この役割 は、原材料 か らエ ン トロピー を奪 い取る ことに
よ り、原材 料 よ りもエ ン トロピー水 準の低 い製品 を作 り出す ことにある[IO]。そ して、この よ うな 「低
エ ン トロピー源 の消費」に よって 、高エ ン トロピーの廃物 ・廃 熱が生 じるのであ る。
これ と同様 に、人間 の意思 決定にっ いて も、相 対的に高いエ ン トロピーを持つ入力情報 を、低エ ン ト
ロピー の出力情報 に変換す るフ ィル ター と して捉 える ことが できる。す なわち、 「入力情報→ フィル ター
機構 → 出力情報」 とい う関係 である。 これ は、一般に 「情報処理過程」 と呼 ばれ る。西川 ら[11]は、入
力情報 か ら人間が 何 らかの意思決定 を行 って出力情報 を生成す る際 に、その フ ィル ター機構 に介在 する
あいま いさを 「行 動エ ン トロ ピー」 と呼んでいる。
人 間の情報処理 過程 にお いて、意思決定は行動エ ン トロ ピー を減少 させ る。 これ は、入力 情報の持つ
あいまい さよ りも、出力情 報のあいまい さの方が小 さいこ とを意味す る。 もちろん、そ うでない ことも
あ り うるが 、そ の よ うな場合 は意 思決定の役割 を果 た していない ことになる。 このよ うに考 え ると、企
業において 、生 産過程 と同様 に、情報処理過程 につ いて も意思決 定の際の 「低 エ ン トロピー 源」が存在
するはずであ る。
企業活動 におい て経営倫理は 、意思決 定の際のあいまい さ、す なわ ち情報処理過程の行動エ ン トロ ピ
ーを減少 させ る役割 を果たすべ きである。 なぜ な ら、経営倫理が企業活動 を社会 あるいは地球 に とって
望 ま しい方向へ導 く役割 を果たす ことは、意思決 定の際の あいまい さを小 さ くす るか らで ある。経営倫
理 は、代替案の 評価 ・選択 にお いて、社会 を構成 す る一員 としてふ さわ しい行 動(代 替案)と ふ さわ し
くない行動 を明 らか にす るための基準 となるのであ る。 これ によ り、企業 は社 会の構成員 と してふ さわ
しくない行 動(代 替案)を 捨 て、ふ さわ しい行動 を選択 するよ うにな るはずである。
そ こで筆者[1]は、経 営倫理 を、企業活動 におけ る意思決定 の際の 「低エン トロピー源 」の典型的存在
として位 置づ け、図1の よ うな 「経営 倫理 の低エ ン トロピー源 モデル」 を提案 している。
経営倫理:低エン トロピー源
↓
入力情報(代替案)→ 意思決定一 レ 出力情報
高エントロピー ↓ 低エントロピー
価値:低 廃案 価値:高
高エントロピー
図1.経 営倫理の低エ ン トロピー源モデル(山 下 臼])
一257一
第42巻第2号2004年3月
図1は 、企業活動において何 らかの意思決定を行 う際、相対的に高いエン トロピーを持つ入力情報か
ら経営倫理(低 エン トロピー源)が エ ン トロピーを奪い取 り、その分だけ出力情報のエン トロピーを減
少 させ る役割を果たすべきことを示 している。このような情報処理過程におけるエン トロピーの減少は、
生産過程の場合 と同様に、出力情報の価値を高めることを意味する。すなわち、経営倫理に基づく意思
決定が情報の価値を高めているのである。
この ようなモデルを仮定することによ り、企業活動における経営倫理の問題 を 「情報理論」の枠組み
の中で議論することが可能 となる。それは、エン トロピー=情 報量 とい う枠組みであり、この枠組みに
したがえば、上記の過程で高めた情報の価値は獲得 した情報量(シ ャノン ・エン トロピー)と なる[日。
6,企 業の不祥事に対する社会的監視体制の強化の必要性
企業による不祥事が相次ぎ、その経営姿勢が問われている背景には、「第三の リスク」[3]に対する認
識の甘 さと 「経営倫理」が低エン トロピー源 としての機能を十分に発揮 していない現状があることは前
述の通 りである。 このような状況を一刻 も早く改めなければな らないことは、社会における共通 した認
識であろ う。 しか し、第三の リスクには 「大数の法則」が成立 しないという対応 のむずか しさが存在す
る[6]。すなわち、リスクの大きさの期待値による判断を行 うことが困難であるために、発覚する主観確
率が小 さければ隠蔽工作や虚偽報告を行って しまい易いのである。
この問題に対 して筆者 ら[7]は、大数の法則が成立 しないもとで も企業が第三の リスクを十分に認識す
るためには、事故や不祥事の隠蔽工作お よび虚偽報告が発覚する確率 を高める必要があるという視点を
提示 している。 これは、企業の不祥事に対する社会的な監視体制を強化することを意味す る。社会的な
監視体制の強化により、企業の不祥事、 とりわけそれに対する隠蔽工作や虚偽報告が発覚す る確率を高
めるのである。
もしこの確率が高まれば、公表することを選択す るよ うになるはずである。なぜなら、隠蔽工作や虚
偽報告を行ったとしても、それが発覚 し、その企業に致命的な損害が生 じるからである。 さらに、企業
内部で も 「第三の リスク」の影響の大きさ(期待値)が 認識 され、 自主的な監視体制の整備が進展 して
いくのではないか と思われるからである。
一方で、このような社会的な監視体制の強化は国民にコス ト負担を強いることになるため、本来避け
るべきことである。 しか し、上記のように、企業の不祥事や事故の隠蔽工作 ・虚偽報告が発覚する確率
を高めるためには、社会的な監視体制の強化が必要である。次節では、この点に注 目し、「低エン トロピ
ー源 としての経営倫理のジレンマ」の存在を指摘する。
7.本 研究で指摘する 「低エン トロピー源としての経営倫理のジレンマ」の存在
ここまでの議論か ら、①現在の情報社会における 「第三の リスクjの 大きさとそれに対す る認識の甘
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さ(正 確 に言 えば、第三の リス ク 自体、筆者 らが従来の研 究[3]一[5]で提示 してい る概念であ り、まだ一
般 に認 識 され ていない)、お よび② 経営 倫理 が 「低エ ン トロピー源 」[10]としての役 割 を果たすべ きこと、
が理 解 され る。筆 者 ら[7]は、① と② を関係づ けるこ とに よ り、経営 倫理 が企 業内で発生 した不 祥事や事
故を公表す るか 隠蔽 す るかについ ての意思決 定の際に介在 するエ ン トロ ピー を奪い取 ってい ない こ とが、
第三の リス クに対す る認識 の甘 さを もた らして しま う現状 を指摘 して いる。 すなわ ち、経営 倫理がf低
エン トロ ピー源」 としての役割 を果た していない のでは ないか とい う視点で ある。
も し、経 営倫理 が意思決 定の際 のエ ン トロピーを奪 い取 り、企業を正 しい方向 に導いてい るとすれば、
企業 は第 三の リスクの 重大 さ、そ して社会的 責任の 大 きさを十分 に認識す ることがで きるはずで ある。
さらに、低エ ン トロピー源 として の経営 倫理 は第三 の リス クに対す る認識 を高め るだ けでな く、不祥事
の発 生 自体 を防止す る役割 を果 たす。それ では、なぜ経 営倫理が 「低エ ン トロ ピー源 」 と して十分に機
能 していな いに もか か わ らず 、企 業の不 祥事に対す る社 会的な監視 体制 の整備が 立ち後れ てきたのであ
ろ うか?
本 研究 では 、この問題 に対す る一つの解 と して、新た に図2の よ うな 「低エ ン トロ ピー源 と しての経
営倫理 の ジ レンマ 」の存 在を指摘す る。 もし、経営 倫理 が低エ ン トロピー 源 として十分 に機能 し、企業
活動 を正 しい方向 に導 く働 きを してい る とすれ ば、 企業に対す る社 会的な監視体制の 強化 は、国民に コ
ス ト負 担 を負 わせ るこ とにな るため 、本 来避 けるべ き ことであ る。 その…方で 、経営 倫理 が 「低エ ン ト
ロ ピー源 」 と しての役割 を果 たすた めには、 前述の よ うに、社会的 な監視体制の強化 が必要 であ る。 こ
こにジ レンマ が存在す るので ある。
「低 エ ン トロ ピー源 」重 視 「コス ト負 担減 」 重視
経営倫理が低エン トロピー源 くi
として機能 しない
Ψ
社会的な監視体制の強化が必要
社会的な監視体制を緩和
爪
1
>国 民のコス ト負担増
く ジ レンマ レ
図2.本 研 究で提 示す る 「低 エン トロピー源 としての経営倫理の ジ レンマ」
このジレンマの存在を仮定す ることにより、経営倫理が 「低エン トロピー源」 として十分に機能 して
いるわけではないにもかかわらず、企業の不祥事に対する社会的な監視体制の整備が立ち後れてきた現
状を容易に理解することができる。そこで、まず社会の構成員たる我々は、 このようなジレンマの存在
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を認識す ることが大切である。なぜな ら、このことを認識 していない と、ジ レンマに対抗する意識が生
まれてこないからである。
その上で、企業の不祥事に対する社会的な監視体制の強化により、経営倫理が低エン トロピー源 とし
ての機能 を発揮するような基盤作 りを優先すべきであろう。企業の不祥事や事故の隠蔽工作 ・虚偽報告
が発覚する確率を高め、企業に第三の リスクを十分に認識 させることにより、企業を正 しい方向へと導
くのである。一度、経営倫理が低エン トロピー源 として機能するようになれば、その後は企業が自ら不
祥事の発生を防止 し、たとえそれが発生 してしまったとしてもそれを正確に公表 し、誠実な対応を取る
ようになるため、社会的な監視体制を緩めることが可能である。そ して、国民にコス ト負担 を強い らず
に、企業自らが自浄機能を発揮するのである。
企業の経営姿勢が問われ、、経営倫理の確立がさかんに叫ばれている現在、まさにこのような基盤を作
り上げるべき時期に来ているのではないか と思われる。
■
8,お わ りに
本 研究 では 、上 原お よび筆者 に よる一連 のf第 三 の リス ク」研究[3H7]を基礎に して、「経営 倫理の
果 たすべ き役割 」を 「低 エ ン トロピー源 」[日,[10]の側 面か ら検討 す る ことに よ り、次 のよ うな視点 を
提示 した。
① 「第三 の リス ク」に対す る認識 の甘 さが、企業 にお ける現在の多 くの不祥事 を引き起 こす要因 と
な ってい る。
② この第 三の リス クは 、壊滅 的な事 態へ と企業 を導 く危険性 を内包 している。
③ 経 営倫 理は本 来 、意思決 定の際 のエ ン トロ ピーを奪い取 り、企 業活動 を正 しい方向に導 くべ きは
ずで あるに もか かわ らず 、逆 にエン トロ ピー を付加(高 エ ン トロ ピー源化)し て しま ってい る。
④ 企 業が第三 の リスクを しっか りと認 識す るた めには、社会 的な監視体制を強化する必要が ある。
その上で、「なぜ、企業の不祥事に対する社会的な監視体制 を強化することができないのか?」 といっ
た問題意識に基づき、「低エン トロピー源 としての経営倫理のジレンマ」の存在を新たに指摘 した。 これ
によ り、経営倫理がf低 エン トロピー源」として十分に機能しているわけではないにもかかわらず、社
会的な監視体制の整備が立ち後れてきた現状の説明を試みた。それ と同時に、組織内部での自発的な監
視体制の整備の必要性を指摘 した。
本研究の考察および指摘が、今後の 「第三の リスク」に対する企業の十分な認識、そして経営倫理が
本来果たすべ き 「低エン トロピー源」 としての機能の発揮に、若干な りとも貢献することができれば、
筆者として幸いである。
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(注D2002年4月 に明治 大学 商学部 を母 体 として発 足 した 大型研 究プロジェク トであ り、文部科学省
か らf学 術 フロ ンテ ィア推進 事 業」の認 定を受け ている。 この大型 プロジェク トは、企業活動の グロー
バル 化 と情 報化 の シナ ジー をめ ざ した 「Globale-SCM」のマネ ジメン ト・コンセ プ トを提唱 し、その理
論構 築 と情 報 シ ステ ム開発 をめ ざす ものであ る。筆 者は、現在 この大型 プ ロジェ ク トの研究代表者 と し
て積極 的 にSCII研究 を展開 してい る。
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